
 ６．「モデル事業」・「政策群」の取組み

「モデル事業」の取組み

モデル事業名
海事保安強化のた
めの基盤ｼｽﾃﾑの構
築（船員ﾃﾞｰﾀの電
子化）

「政策群」の取組み

政策群(案)名
【関係府省】

緑豊かで安全・
快適な都市の再
生
【国交省、内閣府
（防災担当）、警察
庁、文科省、厚労
省】

外国人が快適に
観光し、滞在で
きる環境の整備
【国交省、外務省、
法務省等】

ITの活用等によ
る安全かつ効率
的な国際物流の
実現
【国交省、財務省、
農水省、厚労省等】

世界最先端の
「低公害車」社
会の構築
【経産省、国交省、
環境省等】

少子化の流れを
変えるための次
世代育成支援
【厚労省、国交省、
文科省等】

災害等緊急事態
対応の強化
【内閣府、国交省、
総務省】

都市と農山漁村
の共生・対流の
推進
【農水省、国交省、
総務省、文科省等】

科学技術駆動型
の地域経済発展
【文科省、経産省、
国交省等】

　「基本方針２００３」に基づき、規制改革、民間の資金・ノウハウの活用、新事業創
造などの政策と予算を組み合わせることにより民間の潜在力を最大限に引き出すため、
府省の枠を超えた連携の下で、以下のような「政策群」（案）に重点的に取組む（内容
については今後変更がありうる。）。

　「基本方針２００３」に基づき、予算編成プロセス改革の「モデル事業」に取組む。

概要
　船員が受有する船員手帳等船員に関するデータを電子化することにより、確実な個
人認証の実施による人的側面からの海事保安の強化を実施し、あわせて迅速な船員
の出入国審査体制を構築する。　〔要求額　１億円（国費）〕

目標達成のための主要な手段（国土交通省関係）
[予]：予算、[規]：規制改革等

[予]　都市景観整備、水と緑のネットワーク形成、電線類地中化、旅客施設等のバリアフリー
化、良好な住宅市街地・水辺環境の整備、密集市街地の緊急整備、住宅・建築物の耐震化、雨
水対策、特定交通安全事業・都市再生緊急整備地域等における民間都市開発等の推進、渋滞
解消に資する道路等の整備　等
[規]　景観・緑関連法制の一体的整備、無電柱化推進計画の策定、交通バリアフリー法の活
用、高層住宅に関する容積率緩和、河川占用許可準則・密集市街地整備法・建築物耐震改修
促進法・特定都市河川浸水被害対策法・交通安全推進法・都市再生特別措置法・都市再生機
構等の活用、路上工事縮減の推進　等

[予]　ビジット・ジャパン・キャンペーン、複数国で使用できるＩＣカードの研究、航空サービス高度
化のための諸施策、航空機にかかるハイジャック・テロ対策の強化、観光交流空間づくり支援、
外国人による観光立国環境整備診断、案内標識の計画的設置や整備ガイドライン作成等を実
施。
[規]「一地域一観光」の推進と受入環境整備のため、平成１６年度を目標として、景観に関する
基本的な法制の整備、屋外広告物制度の充実、都市緑化・緑地保全及び都市公園整備に関す
る法制度の充実を行う。

[予]　セキュリティの観点や技術開発の状況を踏まえた物流効率化を実現するための施策の検
討を実施する。
[規]　国際海運の簡易化に関する条約（FAL条約）の批准に向け、出入港手続や必要書類の簡
易化・統一化を推進する。また、物流セキュリティの観点を加味した、輸出入・港湾諸手続のワ
ンストップサービスを一層推進する。

[予]　建設技術研究開発助成制度により、地域産業の活性化や大学発ベンチャーなどに直接
寄与する大学、及び民間における実用化技術開発への支援を重点的に実施。
[規]　土木研究所等の研究開発型独立行政法人における施設・機器の民間利用の促進。

[予]　低公害車普及促進対策費補助金によるCNGバス・トラック、低ＰＭ認定車等の導入の補助
等を行うとともに、「燃料電池自動車実用化促進プロジェクト」の実施により、燃料電池自動車の
車両、トンネル等の安全・環境性能に係る検証・評価を行う。
[規]　NOX・PMの低減により大気環境の改善を図るため、自動車NOX・PM法に基づく車種規制
等を着実に実施するとともに、「燃料電池自動車実用化促進プロジェクト」の結果を踏まえ、燃料
電池自動車に係る車両、トンネル等の規制・制度の見直しを行う。

[予]　子育てしているすべての家庭のために、公営住宅等と子育て支援施設の一体的整備によ
る子育てを支援する良質な住宅・居住環境の整備を推進するとともに、官庁施設、旅客施設、
道路及び河川等のバリアフリー化の推進によるバリアフリー環境の整備を進める。
[規]　次世代育成支援対策推進法に基づく地方公共団体等による次世代育成支援のための行
動計画の策定実施を支援する。

[予]　民間の活用等による防災体制の強化のため、ナウキャスト地震情報等の防災情報提供
体制の整備とともに、ハザードマップの作成支援、きめ細やかな防災情報提供等が一体となっ
た安全な地域づくりの推進等を行う。
[規]　大規模地震、水害・土砂災害等に対する地域の防災対応力を強化するため、安全・安心
促進基本計画（仮称）の創設、土砂災害防止法・改正水防法及び特定都市河川浸水被害対策
法を活用した徹底的な情報提供や規制等により、地域づくりと一体となった規制誘導を行う。

[予]　連続休暇取得のための環境整備、都市と地方の交流・連携による地域づくりの推進、海
辺・水辺等のふれあいの場としての整備の促進、道を活用した連携活動の推進、田園居住等の
推進
[規]　市民農園の開設に向けた規制緩和、景観等に優れた魅力ある農村づくりを促進するため
の制度見直し


